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～ICTを活用し中小企業の生産性向上と経営力強化を徹底的に支援する～
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中小企業における会計IT化の現状①

ＩＴ導入・運用の専門家が社内にいない

ソフトのインストールや バージョンアップなど ＩＴに詳しい人がいないので 導入できなソフトのインスト ルや、バ ジョンアップなど、ＩＴに詳しい人がいないので、導入できな

い。或いは、勘定科目や残高の登録や、会計ソフト等の初期設定ができない。

経理の専門家が社内にいない

仕訳の仕方や決算・申告の仕方など、難しい分野は税理士にやってもらっていて、会計

顧問税理士の決算 申告ソフトとデ タ交換できない

ソフトを入れても、すべて自社だけでやる切ることができない。

顧問税理士の決算・申告ソフトとデータ交換できない

会計ソフトを導入しても、自社で入力した会計データが、税理士側の申告ソフトとデータ

交換ができず 再入力してもらっているため 手間がかかり 効率的ではない交換ができず、再入力してもらっているため、手間がかかり、効率的ではない。
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経理要員 税理士関与 主な会計ｿﾌﾄ ｺｽﾄ

中小企業における会計IT化の現状②

経理要員、税理士関与 主な会計ｿﾌﾄ ｺｽﾄ

３～５名で財務、経理など

責任分野を分担している

税理士はほぼ100％月次

勘定奉行
/PCA(LAN)
Smileα

初期

50～150万円

年間保守

300

10万 税理士はほぼ100％月次
で関与

Smileα
その他ｵﾌｺﾝ会計

年間保守

10～50万円

２～３名が総務と兼務

税理士は月次で約90％関

勘定奉行(PC/LAN)
ＰＣＡ会計(PC/LAN)

初期

15～50万円

50

20万

10万

税理士は月次で約90％関

与決算はほぼ100％関与

ＰＣＡ会計(PC/LAN)
弥生会計(pro/NE)

15～50万円

年間保守

5～10万円

１名が専属 弥生会計(標準/pro) 初期
20

20万

１名が専属

税理士は月次で約60％関

与決算で約90％関与

弥生会計(標準/pro)
PCA会計(標準)

初期

5～15万円

年間保守

3～5万円5
50万会計ｿﾌﾄ

未導入
約180万

(30%)

社長またはパート１名が総
務と兼務、税理士は決算

時に約70%関与

弥生会計（標準）

会計王

初期

3～5万円

年間保守

5

90万

約180万

(50%)
3～5万円

社長（奥様）が兼務

税理士は決算で約30％関
与

やるぞ青色申告

弥生の青色申告

初期

１～2万円

1

(白色申告)

(青色申告)個人事業主

180万
(70%)
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与(白色申告)180万



税理士 商 会議所

SaaS会計は「企業と専門家の共同業務」を容易にする

中小企業 税理士・商工会議所

オンラインで内容を確認し、
記帳指導や申告支援を行う。

中小企業

会計ソフトをインストールせず、イン
ターネットで繋いで使う。
税務申告(e Tax)データとしても活用税務申告(e-Tax)データとしても活用

社長 税理士・経営指
導員

経理担当者
ネットｄｅ会計

企業と専門家（税理士 商工会議所指導員）

会計ＤＢ

企業と専門家（税理士・商工会議所指導員）
が共用（例えば、同じ画面を同時に利用す
る）ことで、会計業務効率化とＩＴ化を実現す
る
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会計クラウドサーバ



当社の「ネットｄｅ会計」は

「経済産業大臣賞」受賞の実績ＮＯ．１のASP・SaaS会計

2000年に日本で始めて会計ASPサービスを開始

現在、利用事業者は9万社を超え、SaaS型会計ソフトでは、実績ＮＯ．１

情報促進貢献として平成１９年度「経済産業大臣賞」を受賞等、SaaS関連多数受賞

平成20年5月総務省が策定した「ＡＳＰ・ＳａａＳ安全・信頼性に係わる情報開示認定制度」

全国の商工会 商工会議所が推奨 支援

平成20年5月総務省が策定した「ＡＳＰ・ＳａａＳ安全・信頼性に係わる情報開示認定制度」

第１回認定（財マルチメディア振興センター）

全国の商工会・商工会議所が推奨・支援

全国商工会の標準ソフトとなっているほか、東京商工会議所や大阪商工会議所など、全

国30以上の商工会議所 多くの会計事務所でも取り扱われている

電子申告やインターネットバンキング連携も

国30以上の商工会議所、多くの会計事務所でも取り扱われている。

電子申告(e-Tax)やインターネットバンキング（ｼﾞｬﾊﾟﾝﾈｯﾄ銀行）との連携により、通常の

パソコンソフトには無い機能でより便利になっている。
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商工会・商工会議所での活用

記帳代行から会員企業によ 直接 力（ 化）記帳代行から会員企業による直接入力（ＩＴ化）へ

＜ネットｄｅ会計 導入前＞ ＜ネットｄｅ会計 導入後＞

チェック 入力＆

試算表ください

時間をく
チ ック
帳票出力

入力＆
チェック時間をく

ださい

商工会議所

会員企業 商工会議所

①企業がＩＴ化していない場合、商工会・商
工会議所が代行入力して財務資料を作成

②商工会で入力されたデータを、企業側で
即確認し、帳票等の印刷を行う。

③企業で直接入力した内容を、商工会など
で即確認し、アドバイス（経営指導）等を実
施する

企業のIT化が進まないだけでなく、企業が

融資申込みの際、すぐに試算表などの資料
がもらえない、等の課題があった
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施する。



「ネットｄｅ会計」の操作イメージ

【例】現金出納帳入力画面

仕訳など経理知識を必要と
することなく 出納帳感覚で

科目や消費税など、わから

することなく、出納帳感覚で
簡単入力

ない部分はフセンにメモし、
税理士などとのコミニュ
ケーションで解決

付箋機能のイメージ
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新たな取り組み事例① インターネットバンキング連携モデル

銀行のインターネットバンキングと会計SaaSを連携し 預金出納の入力自動化を図る銀行のインタ ネットバンキングと会計SaaSを連携し、預金出納の入力自動化を図る

SAMPLE画像SAMPLE画像
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※現在、ジャパンネット銀行のインターネットバンキングと連携している



新たな取り組み事例② 融資サービスとの連携モデル

ネ ト 会計を利用する企業が その財務情報を金融機関にネ ト送信する とにより 金融機関側でそのデネットｄｅ会計を利用する企業が、その財務情報を金融機関にネット送信することにより、金融機関側でそのデー

タをスコアリングシステムに連携し、融資枠を算定（簡易審査）して、利用者のＰＣ画面に即時に一次回答する。

また、ユーザ企業は、必要に応じて、連携する融資サービスの申し込みを行うことができる。

金融機関利用企業

申込時は、あらゆる角度の財務情報をネットで
即時入手、スコアリングシステムへ自動反映。※
融資実行後も、定期的に必要な財務情報を自動
的に取り込む。（モニタリング）

日々の経理処理をネットｄｅ会計で行う。

必要に応じて、融資枠の確認や申込を同画面
で行う。（複数の金融機関へ確認ができる）

社長

審査担当

9
経理担当者
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※現在、ビジネクスト社の融資サービスと連携している



＜商 会議所 税理士など＞

新たな取り組み事例③ 電子申告との連携モデル

内容の
確認・修正

＜商工会議所・税理士など＞ ＜利用事業者＞

ネットｄｅ会計
決算・申告データ

税理士の確認後
送信指示

インターネット

税理士・経営指導員が確認し
た申告データを、直接送信

申告データ
送信機能

申告書補足書類の印刷送付

解決

電子申告システム

＜中小企業における電子申告普及の課題＞

①会計ＩＴ化自体が遅れている

②税理士との業務連携が煩雑

国税庁

電子申告システム
（e-TAX）

②税 携 煩

③ＰＣソフトから直接データ送信ができない
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※現在、青色申告事業者のみサービスリリース



ネットｄｅ会計が目指すもの「ICTを徹底活用し、中小企業の生産性向上を支援する」

経営・IT化支援 Eﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ/金融支援
商工会議所

金融機関

電子申告/申請
EC/POS

企業

電子申告/申請

取引先行 政

様々な情報システムやサービスとダイナミックに連携することにより、
①会計処理を自動化させる

企業の取引から申告までの情報をつなぎ あらゆる業務をできる限り自動化する企業の取引から申告までの情報をつなぎ、あらゆる業務をできる限り自動化する

②サービス連携を実現し、経営のスピード化を図る
会計情報を様々なサービス（例えば、融資審査システム）につなぎ、経営に役立つ

情報をスピーディに得ることで、経営力を強化する
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情報をスピ ディに得ることで、経営力を強化する
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会社名 ビジネスオンライン株式会社

会社概要

代表者 代表取締役 藤井 博之

住所 〒１０３－００１３ 東京都中央区日本橋人形町２－１４－６ セルバ人形町４階

設立 平成１２年３月１５日

資本金 ３億１８８１万円（平成２１年３月末現在）

事業内容 （１）中小企業向け会計ＳａａＳ「ネットｄｅ会計」「ネットｄｅ記帳」によるＳａａＳ事業

２０００年８月よりサービス開始し、すでに約４５００社の企業で利用されており、会計ＡＳＰでは実績ＮＯ．
の評価を得ており 経済産業省Ｓ Ｓ事業「J S S の デルにもな ている１の評価を得ており、経済産業省ＳａａＳ事業「J-SaaS」のモデルにもなっている。

また商工会向けには全国商工会連合会の標準システム「ネットｄｅ記帳」としてＯＥＭ提供しており、全国３
９都道府県、約９万５千社以上の会員の記帳ソフトとして利用されている。

（２）会計クラウドソリューション事業

会計Ｓ Ｓプロダクトを 企業や行政の会計ソリ シ ン ネ トサ ビスとの連携によるＯＥＭソ会計ＳａａＳプロダクトを、企業や行政の会計ソリューション、ネットサービスとの連携によるＯＥＭソ
リューションを展開。大企業のフロントエンドや多店舗展開企業のソリューションとして導入されている。

（３）環境家計簿ＳａａＳ事業

平成２０年度より、総務省ユビキタス特区事業「ＡＳＰ・ＳａａＳによる環境家計簿」事業を受託し、沖縄県
那覇市を特区として事業展開を開始 平成21度以降 全国展開推進中那覇市を特区として事業展開を開始。平成21度以降、全国展開推進中。

講演者略歴 昭和３７年４月大阪市出身、立命館大学法学部卒業

大学卒業後、２６歳で独立し、1990年㈱ウェルズ代表取締役に就任、主に日本ＩＢＭの会計システムの

開発・導入、大手海外ＥＲＰのローカライズと大手企業への導入を１３０社以上手がける。

２０００年大手ベンチャーキャピタルや経済アナリストの大前研一氏の支援を受け、会計ＳａａＳのベン
チャー

企業ビジネスオンライン㈱を設立し、代表取締役に就任。日本で最初の会計ＡＳＰサービスを開始する。

２００７年ＳａａＳベンダーのアライアンスを目的とした「ＳＯＡＢＥＸ研究会」発足。総務省「ＡＳＰ・ＳａａＳ普及
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促進協議会」委員、同省「地方公共団体におけるＡＳＰ・ＳａａＳ普及活用会議」委員。著書「会計ＡＳＰの超

メリット」、「新・サービス進化論（共著）」他。
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2007/1 ＡＳＰ業界団体であるＡＳＰＩＣジャパンの第１回アワードで「ＡＳＰ活用賞」を受賞

昨今の事業沿革 （会計SaaS事業に関する事）

2007/1 ＡＳＰ業界団体であるＡＳＰＩＣジャパンの第１回アワ ドで「ＡＳＰ活用賞」を受賞

2007/4 内閣府経済財政諮問会議で事例紹介される

2007/6 経済産業省「中小企業ＩＴ推進懇談会」（甘利大臣主催）に出席し、「ネットｄｅ会計」が事例紹介される

2007/7 総務省「情報通信白書」に事例掲載される

2007/9 経済産業省など６府省が主催する情報化促進貢献において、最高位の「経済産業大臣賞」を受賞

2007/10 電子申告システムとの連携開発について、ＮＴＴデータ社と提携

2007/11 経済産業省「中小企業生産性向上プロジェクト」 （後に「J-SaaS」へ）において事例紹介

2008/1 ＡＳＰ業界団体であるＡＳＰＩＣジャパンの第2回アワードで「ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ賞」「ﾉﾐﾈｰﾄ賞」を受賞

20081 インターネットバンキングとの連携に関し ジャパンネット銀行と業務提携20081 インタ ネットバンキングとの連携に関し、ジャパンネット銀行と業務提携

2008/5   総務省ASP/SaaSの認定制度「安全・信頼性に関わる情報開示認定制度」を第１回認定される

2008/6    MM総研大賞2008において「話題賞」を受賞

主催 「 ウ ブザ を受賞2008/10 IPA主催の「ソフトウェアオブザイヤー2008」を受賞

2009/2    ASPICジャパン第３回アワードでバックオフィスアプリケーション部門「グランプリ」受賞

2009/2 ビジネクスト社と簡易融資審査における連携サービス開始

2009/4 経済産業省の中小企業向けSaaSポータルサービス「J-SaaS」に参画し、サービス開始

2009/10 個人事業主向け「ネットｄｅ青色申告」サービス開始
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